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【関東ブロック】  

 

官民連携事業の推進のための地方ブロックプラットフォーム 

「サウンディング」 

応募様式 

 

■ 記入票    

項目 記入欄 

1．団体名 群馬県伊勢崎市 

2．事業名 （仮称）旧都市計画道路代替用地活用促進事業 

・事業内容 

※事業の内容を簡潔にご記入

下さい 

 道路整備事業の完了により利用予定のない都市計画道路代替用

地を有効活用して、維持管理費の縮減と安定的な収入の確保を図

るための方策を調査する。 

・事業実施にあたり重視する

点 

・維持管理費の縮減と安定的な収入の確保 

・関係法令や各種土地利用計画に適合した利活用方策 

・事業の種類 

※該当する番号に○（複数可） 

1.新設    2.建替え    3.改修   4.管理運営のみ 

5.公有地活用    6.包括委託 

7.その他（             ） 

・施設等の用途  未定 

3．サウンディングの目的 

 

対象地は、平成 21 年度から公売物件として公募を行っている

が、面積が大きい等により、売却には至っていない状況である。 

そこで、民間事業者の視点から対象地の市場性の有無や最適な

利活用方策を収集し、今後の活用方策の参考とする。 

4．事業対象地の概要  

①所在地（交通情報含む） 群馬県伊勢崎市富塚町５０４－４ 

（JR・東武伊勢崎駅から車で 14分、JR本庄駅から車で 11分） 

②敷地面積 2,069.69㎡（地目：宅地） 

③土地利用上の制約 ・市街化調整区域 

・用途地域は指定なし（建ぺい率 70％、容積率１００％） 

・都市計画法及び市条例に基づく開発許可が必要（線引き前宅地

の扱い） 

・各種土地利用計画との整合性（都市計画マスタープランなど） 

④所有者  伊勢崎市（普通財産：都市計画課で所管） 

⑤周辺施設等 1km 圏内に、小学校、市民交流施設、診療所、スーパーマーケ

ットが立地している。 
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⑥対象地周辺の一般的なイ

メージ 

・県内の中核都市である前橋市や高崎市のベッドタウンで、県内

でも数少ない人口増加都市である。 

・関越自動車道及び北関東自動車道のインターチェンジも近く、

県内主要都市への交通アクセスも恵まれている。 

・上越新幹線本庄早稲田駅にも近いことから、近年は東京への通

勤圏となっている。 

・対象地周辺には６つの工業団地と２つの私立大学が立地し、従

業員や学生が多く居住している。 

⑦その他 

(上記項目以外の情報、 

特徴、留意すべきこと等） 

・平坦な地形で、年間を通じて日照時間も長く、自然災害も比較

的少ない安全な都市である。 

5．対象施設の概要   

5-1．建物 既存 整備後（予定） 

①施設名称   

②施設の延床面積   

③建物の構成（構造、階数）   

④主な施設の内容、導入機能   

⑤運営状況 

(運営主体、事業手法 等） 

  

⑥その他 

(上記項目以外の情報、 

特徴、留意すべきこと等） 

  

5-2．インフラ系 

（上下水道、道路等） 
既存 整備後（予定） 

①施設名称   

②規模、能力 等   

③運営状況 

(運営主体、事業手法 等） 

  

④その他 

(上記項目以外の情報、 

特徴、留意すべきこと等） 

  

6．事業環境  

①人口、高齢化率 〇人口 211,970人（平成 29年 4月 1日現在） 

〇高齢化率 24.02％（平成 29年 4月 1日現在） 

②対象地周辺の人口構成 〇年代別人口構成（平成 29年 4月 1日現在） 

年少人口 14.0％、生産年齢人口 62.0％、老年人口 24.0％ 

〇昼夜間人口構成比率（平成 22年国勢調査） 

 昼間人口比 98.9％ 

③市民意見等  
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7．事業関連  

①現状及び課題  本市は、平坦な地形で自然災害も少なく、緩やかな人口増加が

続いているが、今後、社会保障費や公共施設の維持管理費等の増

加によって財政状況は一層厳しさを増すことから、経常経費の縮

減と自主財源の確保が課題となっている。 

②目的、考え方・基本方針 ・民間事業者のアイデアによる土地の有効活用を図る。 

・都市計画法などの関係法令や土地利用計画との適合性の確保。 

・維持管理費の縮減と安定的な収入を確保する。 

③前提条件 ・都市計画法などの関係法令や都市計画マスタープラン等の土地

利用計画との適合 

④事業スケジュール（案） 市場性の有無や関係法令との適合性、事業化に向けた課題整理

を行ったうえで検討予定 

8．対話内容 ・対象地の市場性の有無、有効活用の具体策 

・地元企業も応募しやすい公募条件の設定方法 ※意見・提案を求める内容

をご記入ください。 

9．対話を希望する業種 

※該当する番号に○（複数可） 

注）希望する業種の事業者の参加

を確約するものではありません。 

1.設計   2.建設   3.ビル管理   4.金融   5.保険 

6.不動産  7.運営 

8.その他（開発コンサルタント） 

 

 

■ 添付資料 

・市有地有効活用・検討候補地 位置図 

・市有地有効活用・検討候補地 平面図 

・市有地有効活用・検討候補地 公売物件図 

・市有地有効活用・検討候補地 用途地域制限表 

 


